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JPNICブログから、オススメ記事を紹介します。今回は、2019年6月10日に国連事務総長
の「デジタル協力に関するハイレベルパネル（HLPDC）」による、デジタル協力に関する報告
書が発行されて以降の状況をご紹介します。ぜひ、JPNICブログで全文もご覧ください！

PICK OUT!
JPNICブログコーナー

● Internet Week
● IPアドレス
● JPNICからのお知らせ
● JPNICについて
● JPNICのイベント
● アクセス数Top 10
● インターネットガバナンス
● インターネットの技術
● コラム
● ドメイン名
● 他組織からのお知らせ
● 他組織のイベント

カテゴリー

● インターネットガバナンス
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https://blog.nic.ad.jp/2020/4874/dom_gov_team 2020年7月3日 インターネットガバナンス
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デジタル協力に関する進捗
https://blog.nic.ad.jp/2020/5280/

デジタル協力に関する報告書の勧告5A/Bに関連するオプ
ションペーパー(グローバルなデジタル協力の未来に関す
る選択肢)や、国連75周年に関連するデジタル協力のイベン
ト等について、ブログにまとめましたのでご参照ください。
今後も、デジタル協力に関する情報をお伝えしていきます。

「デジタル協力」関連の最新動向
2019年6月10日に国連事務総長の「デジタル協力に関するハイレベルパネル（HLPDC）」に
よる、デジタル協力に関する報告書が発行されてから1年が経ちました。
デジタル協力（Digital Cooperation）とは、社会への恩恵を最大化し危害を最小化
するために、デジタル技術の社会的、倫理的、法的、および経済的な影響について取り
組むために協同作業を行う方法を意味するとされています。※1

デジタル協力に関する報告書は、次のWebページから報告書の全文およびエグゼク
ティブサマリーをご覧いただけます。

“The Age of Digital Interdependence” Report of the High-level 
Panel on Digital Cooperation
https://digitalcooperation.org/report/

■ハイレベルパネル事後調査円卓会議
ハイレベルパネル事後調査円卓会議（High-level Panel Follow-up Roundtable）は、HLPDC報告書中の
勧告に対応して八つ設立され、遠隔会議形式で検討作業が行われてきました。円卓会議の詳細は、2020年2月
に公開したブログ記事をご参照ください。

　国連「デジタル協力に関するハイレベルパネル報告書」を受けた動き
https://blog.nic.ad.jp/2020/4246/

■デジタル協力へのロードマップ
国連事務総長による「デジタル協力へのロードマップ」※2が、2020年6月11日に公開されました。主な内容は、
2020年は国連創設75周年であり、今後10年にわたり持続的開発目標（SDG）に関する行動を開始する年でもあ
ります。ロードマップの中心となるのは、次の2点です。
● デジタル協力はマルチステークホルダーによる取り組みであり、各国政府が中心となる一方、民間セクター、技術
関連企業、市民社会の関与は必須

● 新興技術に関する、マルチステークホルダーによる政策対話のためのプラットホームを国連自身が提供する用意
ができている

■デジタル協力アーキテクチャーの事後検証（勧告5A/B）
デジタル協力に関する報告書の勧告5A/B（グローバルなデジタル協力）に、IGFの発展形について提案されていま
したが、これに対する事後検証が報告書の国連文書版に記載されています。概要は次の通りです。
● HLPDCは次の三つのモデルを提案し、これらに関する関係者間での議論は継続中。この中では、IGF Plusを支
持する機運が高まっている。

      - 強化されたインターネットガバナンスフォーラム・プラス（IGF Plus）
      - 分散型共同ガバナンス・アーキテクチャー（COGOV）
      - デジタル・コモンズ・アーキテクチャー
● 既存のデジタル協力アーキテクチャーは必ずしも効果的とは言えず、途上国、中小企業、疎外されたグループなど
の、予算や専門知識が限られているステークホルダーが声を上げることが困難であり、改善の余地あり

● 国連加盟国は、国レベルまたは地域レベルでCOGOVを試験的に実施するために、マルチステークホルダー・タス
クフォースと協働することを検討中

■その後の進捗について

※1 Update on Digital Cooperation Recommendations Follow-Up Process
　　https://digitalcooperation.org/recommendations-follow-up-process/

※2 Secretary-General’s Roadmap for Digital Cooperation
　　https://www.un.org/en/content/digital-cooperation-roadmap/assets/
　　pdf/Roadmap_for_Digital_Cooperation_EN.pdf

デジタル協力に関する報告書

「インターネット歴史年表」
も見てね!!
https://www.nic.ad.jp/timeline/

※1 現在はソーシャルゲームのサイトになっています。
※2 https://about.linkedin.com/ja-jp
※3 https://myspace.com/pressroom/aboutmyspace
※4 https://www.facebook.com/pg/facebook/about/?ref=page_internal
※5 紆余曲折を経て、2020年現在は「ゆびとま」となっています。
※6 http://corp.gree.net/jp/ja/corporate/origin/

元々のインターネットは、大規模サービスのサーバはどこかにマスターがあるわ
けではなく、オープンな標準に則った互いに対等なサーバが多数林立、協調す
るスタイルが主流でした。メールやネットニュース、Webなどがその例です。こ
れに対してSNSは、たとえWeb上でとはいえ、非公開独自仕様、1社独占一極集
中型のサーバになっていることがほとんどです。例えばFacebookは
Facebook社のみのサービスですし、TwitterはTwitter社のみのサービスです。

一方で、オープンなSNSという動きもあります。代表的なところでは
OpenPNE※9、Mastodon※10が挙げられます。OpenPNEは、いわゆるオープン
ソース化されたSNSサーバソフトウェアです。OpenPNEを使えば、誰でも
SNSを開設できます。

世界ではFriendsterから始まったSNSは、やがてMySpaceから
Facebookへと移り変わり、2000年代後半以降はFacebook一人勝ちの
状態になりました。2011年には鳴り物入りでGoogle+がスタートします
が、2019年にサービスが終了しています。

日本においては英語の壁が厚かったこともあり、2000年代はGREEと
mixiが普及しました。mixiの「あしあと」など、独自の機能も開発されて
います。その後2008年にFacebookが日本語化されたことで、日本に
おいても事実上の世界標準となったFacebookを利用する日本人が増
え始めました。

ことはじめ
協力:株式会社日本レジストリサービス（JPRS）

日本においてSNSの先駆けとなったのは、1996年ごろに開設された「この指
とまれ!※5」と目されます。といっても当時SNSという概念は無く、同窓会をサ
ポートするサイトとして始まりました。2000年代に入るとSNSを自称するサ
イトも登場し始めて、2004年にGREE※6とmixi※7が相次いでオープンしま
す。GREEと言えばゲームのイメージが強いですが、元々は交流の場を提供す
るSNSとしてスタートしているのです。

SNSはSocial Networking Serviceの略で、人と人とのつながりをサポート
し、社会的ネットワーク構築の手助けをするサービスです。この定義だといにし
えの公開掲示板やパソコン通信も含まれそうですが、実際には個人を特定しや
すくするために会員制の登録サイトの形態をとっているものがほとんどです。

世界的に見ると、SNSとして最も初期に有名になったの
は、2002年にサービスを開始したFriendster※1です。
個々のメンバー同士で写真やコメントの共有が可能
でした。その後英語圏では2003年にLinkedIn※2と
MySpace※3、2004年にFacebook※4が続きます。た
だ、これらのサービスは当初英語のみのサポートだっ
たため、日本ではあまり流行しませんでした。

SNS
～人と人のつながり～
SNS

～人と人のつながり～

第11回

インターネット研究所
ハジメ・コトー所長

助手ロボット
JP_29

SNSの普及

日本のSNS

オープン化の試み

世界のSNS
❶ ❷

現在でもFacebookは一定の支持を得ていますが、2006年にサービスを開
始したTwitter※8は、短い発言を特定多数のユーザー間でほぼリアルタイムに
共有するという、新しい体験を提供しました。Twitter社自身は「コミュニケー
ションネットワークであって、SNSではない」と定義していますが、一般的には
SNSの一種として捉えられています。

Twitterは基本テキストベースで始まりましたが、最初から写真や動画をメイ
ンにしたInstagram、TikTok、Pinterestといったサービスもあります。こちら
はFacebookよりはリアルタイムで、Twitterよりはノンリアルタイムといった
位置づけで、世界で数億人以上が使うサービスに成長しました。

またチャットサービスであるLINE、WeChat、WhasAppなどもSNSと呼ば
れることがあります。これらはFaceboookやTwitterよりもプライベートなコ
ミュニケーションのためのサービスですが、会話することを主目的としている
ので、リアルタイム性は最も高くなっています。

リアルタイムへのシフト
❹

❸

❺
Mastodonは2016年に開発された、Twitterに似たミニブログサービスを提
供するソフトウェアです。オープンソースとして開発されており、誰でも動かす
ことができます。そして、複数のMastodonサーバの間で投稿を共有する、連
合・分散型のSNSを構築できます。アカウントは特定のサーバに作る必要があ
りますが、サーバ間での引っ越しが可能です。そのため、個々のサーバーが停
止した場合も、サービス全体が停止しないように運用することができます。

インターネットの後ろには人々の活動があり、インターネット
はネットワーク同士のつながりによって、その活動を支えて
きました。この点においてSNSは、インターネットとの親和
性が高いサービスであるとも言えます。SNSは今後も、
ネットワークやサービスの形態を変化させながら「人と人
のつながりをサポートし、社会的ネットワークを構築でき
るようにするためのサービス」であり続けることでしょう。

※6 http://corp.gree.net/jp/ja/corporate/origin/
※7 https://mixi.co.jp/company/history/
※8 https://twitter.com/jack/status/20
　　 が、公開された最初のtweetと言われています。
※9 http://www.openpne.jp/
※10 https://joinmastodon.org/
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https://www.un.org/en/content/digital-cooperation-roadmap/assets/pdf/Roadmap_for_Digital_Cooperation_EN.pdf
https://digitalcooperation.org/report/
https://blog.nic.ad.jp/2020/4246/
https://blog.nic.ad.jp/2020/4874/
https://blog.nic.ad.jp/2020/5280/
https://digitalcooperation.org/recommendations-follow-up-process/



